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(ability to pay, Leistungsfahigkeit) ないし租
税支払能力 (taxpaying ability) に基づいて, す
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要 約
本論文では, 米国の法人所得税法の基礎となった包括的所得概念について主にアメリカの文献を中心に取り上
げて考察する｡ アメリカでは ｢包括的所得概念 (純資産増加説)｣ が特に重要にして有用なものとされてきた｡
アメリカのロバート・マレイ・ヘイグ (Robert Murray Haig) やヘンリー・サイモンズ (Henry C. Simons)
により主張された個別経済的能力の純増加をもって所得と思考する ｢所得の純増加概念｣ に類似する｡ 両者とも
に ｢課税の公平｣ を第一目的とし, 同一の担税力をもつ利得は同様に課税されるとする公平負担の原則に基づい
ていた｡ すなわち公平の基準として応能説を採用している｡ 以上のような所得課税における所得の本質論を中心
に考察し, ｢おわりに｣ おいてわが国の所得概念の明確化への期待を述べる｡



























マレイ・ヘイグ (Robert Murray Haig) やヘン
リー・サイモンズ (Henry C. Simons) により主
張された個別経済的能力の純増加をもって所得と
思考する ｢所得の純増加概念｣ に類似する｡ 両者












邦政府が課する租税を連邦税 (federal tax) と
いい, 州政府が課する租税を州税 (state taxes),
地方公共団体が課する租税を地方税 (local
taxes) という(9)｡ 連邦税は, 内国税と関税から
構成される｡ 連邦税は, 内国歳入法典 (Internal




(Income Tax), 贈与税 (Gift Transfer Tax),
遺産税 (Estate Transfer Tax), 各種の消費税
(Excise Taxes), 雇用税 (Employment Taxes)


















連邦所得税 (Federal Income Tax) は, 1913
年のアメリカ合衆国憲法修正第 16条 (sixteenth
amendment to the Constitution of the United
States) の成立により, 合憲とされた｡ 所得税は,
納税主体 (taxable entity) を基準とすると, 個
人所得税法 (Individual Income Tax), 法人所
得税法 (Corporate Income Tax) などに分けら



























て, 下院歳入委員会が ｢所得は, 課税における正
義の要求に対応するものである｡ 消費税は, 個人
の担税力によってではなく, 課税物品の消費によっ

























図表 1 連邦法人所得税の税率 (単位：＄)
課税所得 税 金
以 上 未 満 定額税金支払分 ＋ 税率 × (各区分により) 一定額を超える額
0 50,000 0 ＋ 15％ × 課税所得
50,000 75,000 7,500 ＋ 25％ × 50,000を超える額
75,000 100,000 13,750 ＋ 34％ × 75,000を超える額
100,000 335,000 22,250 ＋ 39％ × 100,000を超える額
335,000 10,000,000 113,900 ＋ 34％ × 335,000を超える額
10,000,000 15,000,000 3,400,000 ＋ 35％ × 10,000,000を超える額
15,000,000 18,333,333 5,150,000 ＋ 38％ × 15,000,000を超える額
18,333,333 ― ＋ 35％ × 課税所得
図表 2 課税所得額別税負担率
例


















ことにある｡ それは, 厚生経済学においては, 犠
牲 (sacrifice, Opfer) の観念によって説明され



















































IRCによれば, 各納税者 (自然人と法人) の所
得税額は, 課税所得 (taxable income) により計
算される (法 1条)｡ 課税所得は, 総所得 (gross
income) から所得控除等を控除することで算定
される (法 63条 a項)｡ また, 総所得は, 法が
特に認めた一定の除外項目を除き, あらゆる所得
(income) が総所得であると定義づけられている

























































































Income is the money value of the net ac-
cretion to one’s economic power between
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る(33)｡ そのために, ｢所得概念｣ は単なる ｢概念｣
















ばれ,   と定式化されている｡ サイモ
ンズによれば, この定義には次の 2点が含意され





利得である｡ 換言すれば, 所得は本来 ｢評価｣ さ
れるものであり, その評価の対象は ｢権利｣ であ







すなわち, 所得 Yは, 一定期間の消費 cに財




























































































法修正第 16 条 (sixteenth amendment to the
Constitution of the United States) の成立によ



















増｣ (Reinvermogenszuwachstheorie eines be-
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